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食料・農業・農村政策審議会農業共済部会の議事の概要等

１．日時及び場所

日時：平成２１年２月６日（金）１０：００～１２：００

場所：農林水産省第二特別会議室

２．出席委員（敬称略）

委員：岡本明子、鈴木宣弘（部会長）、浅野衛、安倍澄子、佐々木伸雄、近見正彦

小委員会座長：田口清

３．会議の概要

（１）部会の運営について

部会の運営について部会長から、審議会は公開が原則となっているが、本日審議す

る諮問事項の中には、動物用医薬品の製造業者等の利害に関係する内容が含まれてい

ることから、委員の皆様の自由かつ公平な発言を確保する上で、会議は非公開とする。

ただし、極力、情報を公開していくという観点から、議事の概要等について、発言

者の名前を伏せて農林水産省のホームページで公表したい。また、公表の内容につい

ては、部会長に一任いただきたい旨諮り、了承された。

（２）制度の概要等説明

事務局から、農作物共済及び園芸施設共済の制度の仕組みと農業災害補償制度を取

り巻く最近の情勢について、説明が行われた。

（３）制度の概要等に関する主な発言内容

委 員：二点お聞きしたい。一点目は、国の特別会計改革について、特別会計の統

合は国段階での見直しであり、農家に関係する掛金率の設計や掛金の国庫負

担等には影響しないと理解しているが、確認しておきたい。そして、今後の

改革スケジュールについて、お解りの範囲で教えていただきたい。

二番目に、農政の指針である食料・農業・農村基本計画の見直しに関して、

農水省の公表資料によると、検討の視点には持続可能な農業の確立による食

料自給力の強化などが示されています。そうした視点で今後検討をお願いし

たいと考えておりますが、その際に世界的に異常気象が発生している中で、

自然災害による農業関係被害に対して、農家の経営を安定させるという視点

が不可欠であると確信しております、農業災害に対するセーフティネットと

しての農業共済の機能、役割が将来に亘って十二分に果たせるような新たな

基本計画の検討をお願いしたいと考えております。

この２点についての農水省の考え方を教えていただきたい。

事務局：まず、農業共済関係特別会計の見直しについてでございますけれども、先

ほどご説明したとおり、平成１８年に制定されましたいわゆる行革推進法の

規定に基づきまして、農業共済再保険特別会計について、漁船再保険及び漁

業共済保険特別会計との統合を含めて、その在り方を検討しているところで
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あります。これはあくまで国の再保険特別会計、国の特別会計の見直しでご

ざいまして、農業共済団体の勘定とは関係ございませんし、また、掛金率の

設定でありますとか掛金の国庫負担とは別のものであるということでござい

ます。また、この見直しについては、平成２０年度末までに検討すると法律

に明記されておりまして、現在、鋭意検討中であります。平成２２年度に統

合することを前提に、各特別会計の事業勘定を整理・統合するとともに、業

務などを経理している業務勘定を統合することなどを検討しておるところで

ございます。

また、もう１つの基本計画の見直しの関係でございますけれども、ご案内

のとおり我が国の農業政策は、食料・農業・農村基本法と、それに基づく食

料・農業・農村基本計画に即して推進されているところでございます。現在

の基本計画は、平成１７年に策定されたものでございまして、既に４年を経

過しております。この間、農業を巡る情勢も大きく変化しておりますことか

ら、先般、その基本計画の変更を食料・農業・農村政策審議会に諮問して、

新たな基本計画の検討が始められているところでございます。またご指摘の

とおり、持続的な農業の発展のためには、農業関係被害に対して、農家の経

営を安定させるということが、非常に重要でございます。実際、食料・農業

・農村基本法の第３１条には、国は、災害によって農業の再生産が阻害され

ることを防止するとともに、農業経営の安定を図るため、災害による損失の

合理的な補填その他必要な施策を講ずるものとする、というふうに明記され

ているわけでございます。その具体的な施策のひとつとして農業災害補償制

度が講じられておりますけれども、今後も、農業を巡る情勢が大きく変化す

る中で、農業災害に対するセーフティネットとしての農業災害補償制度の機

能・役割が将来にわたって、十二分に果たせるように、検討していく必要が

あると考えております。それと同時に、農業共済関係団体におかれましても、

団体としての機能・役割を将来にわたって、十二分に果たしていかれること

が強く求められることとなりますことから、団体自らの組織体制の強化であ

りますとか、合理的な事業運営などにつきましても、前向きに対応していか

れることを期待されていると考えております。

委 員：（資料４）６ページの事故除外について（具体的に）教えていただきたい。

また、１４ページの水田・畑作経営所得安定対策と共済との関係について教

えていただきたい。

事務局：事故除外について６ページに書いてございますけれども、水稲などで防除

などをきちんとやっておりますと、特定の事故が起きないということがござ

います。そういったものについては、共済の支払いの対象から除くと、掛金

もその分低くなるように出来ますよという仕組みでございます。それから１

４ページの水田・畑作経営所得安定対策と共済との関係については、後ろの

参考の２１ページをごらんいただきたい。収入減少を補填する場合、収量が

落ちるという時と市場価格が下がるいう時がございます。大きな矢印で収入

減少あるいは価格低下とあり、標準的な収入額というのは外側の大きな枠で

囲ってありますところでございますが、価格が下がったり、収量が減って当

年の収入額が黄色いところまで下がったとすると、ピンク色のところと青い

ところが補償の対象となります。ところが収量が減ったところの中には、災

害で減ったという部分があり、その部分については共済制度で支払います。
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農家の方が、補償割合が低いものに入った場合には、代わりにこっちの方（経

営所得安定対策）でもらうということはおかしいので、一番高い補償割合で

共済に加入しているということを前提といたしまして、その部分は本来共済

で払ってもらえるはずだということで、その他の部分を減収補填の方（経営

所得安定対策）ピンク色の部分についてお支払いすることになります。この

ように、災害でやられた部分については共済の方でみるという整理がされて

おります。

委 員：今のナラシと農災の関係につきましては、いろいろとご意見を聞いていま

すと、現場の方では、仕分けして払うということであれば、制度そのものを、

例えば、農災の方にナラシを吸収することが出来ないかという方もいらっし

ゃる。そのあたりを、具体的な検討とか方向性ということはしていないのか。

説明できる範囲で教えていただきたい。

事務局：経営所得安定対策と農業災害補償制度の関係につきましては、現行の基本

計画の策定の際にいろいろな議論を重ねた結果、今の制度としたところであ

りまして、実際運用してみて、農家の方から一体化をした方がわかりやすい

という御意見もあるところではございます。ただ、農業災害補償制度は保険

でございまして、実際の事故が過去にどのように起ってきたか、それに基づ

いて将来の事故率を予想して、あらかじめ、掛金をお支払いいただいて、被

害が発生した場合には、被害の大きさに応じて共済金を支払うという仕組み

でございます。一方、経営所得安定対策は、まずは、経営所得が安定するよ

うに、緑ゲタといわれる固定払いを設けています。この固定払いは、ＷＴＯ

の補助金削減の対象外とすることが出来ますが、一方では、固定払いのまま

では、農家の経営改善、よりよいものをより多く作ろうとする努力、インセ

ンティブがなかなか働きづらいということもあり、成績払いともいえるいわ

ゆる黄ゲタといわれる部分を設置しているわけでございます。それに加えて、

価格が低下して収入が減少してしまう場合に備えて、いわゆるナラシという

ものが設けられており、これは、積立て方式で実施されております。積立て

方式の場合は、保険とは考え方が異なりまして、積立金がある範囲内でしか

払わない仕組みであり、保険の場合は、お金を借りてきてでも約束した共済

金を支払うという仕組みで、その辺がかなり違います。そのようなことで、

制度の基本的な設計の仕方も違いますし、それぞれのメリット・デメリット

もあるわけでございまして、いろいろ検討した結果、現行の制度でいこうと

いうことになったところです。したがいまして、もうしばらくは、今の制度

のもとで、いろいろな現場のご意見をお伺いしながら、状況を見ていくとい

うことが現実的なことではないかと考えております。そういう意味では、今

すぐ見直すということにはなかなかならないのではないかと考えておりま

す。

委 員：１６ページの被害状況は暦年ですか、それとも年度ですか。

事務局：統計とも整合するよう、作物関係については年産で、家畜や施設関係につ

いては年度として整理しております。年によって変えるということはしてい

ないところでございます。

委 員：水稲の衛星を活用した（リモートセンシング）事業について、それできち

んと水稲の収量を量れるのか心配があります。（事業の）進捗状況はどうか。

事務局：平成１７年から三カ年のＪＡＸＡの宇宙オープンラボという公募制度を活
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用し、農林水産省関係の研究機関、大学、農業共済からは全国農業共済協会、

そして、民間会社も参画し、また、北海道ＮＯＳＡＩや浅野委員のＮＯＳＡ

Ｉ宮城にも協力をいただいて、水稲の被害率算定について研究が行われまし

た。今の損害評価のやり方は、すべての被害ほ場について、人間の目で収量

を把握する検見という方法と、一部ほ場について実際に刈り取りを行う、い

わゆる坪刈りを組み合わせて実施していますが、この研究の結果、衛星を使

って、検見の精度と近いレベルで水稲の被害率を推計できるとの結論を得ら

れましたので、今年度（平成２０年度）から、農林水産省の事業として、更

に精度を高め、衛星画像を活用した損害評価の確立のための事業を開始した

ものです。おかげさまで、来年度予算につきましても、大幅に拡充した内容

で政府原案に盛り込んでいただいたところ。今年度は平成１７年からの研究

に協力いただいた北海道及び宮城県の２道県のＮＯＳＡＩで事業を実施して

いますが、来年度は更に１２県のＮＯＳＡＩを加えて事業を実施する予定と

しているところです。推計の精度は現時点では難しいところもありますが、

この事業は、農家の減少や高齢化といった事情により、将来、検見を行う農

家の確保が非常に難しくなることが予想され、また、客観的な評価ができな

いかとの要望もいただいておりまして、私どもといたしましては、この事業

を何とか進めていきたいと考えております。

委 員：なぜ聞いたかといいますと、統計調査のアウトソーシングの委員もやって

おりまして、やはり、今まで培ってきた農業のいろんな技術が民間委託に出

されることがかなりありまして、そのあたりの不安があります。お米までそ

うなってきますと、技術の伝承がきちんとなされなくなるのではと不安にな

っているので聞かせていただいた。

委 員：そのあたりも踏まえて対応していただければと思います。

委 員：説明の中でも当然加入の話もございましたけれども、現場にいろいろおじ

ゃましますと、大規模な稲作経営者の皆さんから、かなり強い異論といいま

すか、当然加入制は問題ではないかというようなことをおっしゃる方も多く

見受けられます。その点につきましては、先ほどご説明がありましたので、

さらに説明していただく必要はございません。こういう声がどの程度強いの

かは全体わかりませんけれども、更にご検討いただければと思います。

委 員：今、どの程度そのような声が強いのかとの話があったので一言。農業共済

団体では規制改革会議の中間論点整理を受けて、昨年の８月から９月にかけ

て、全国の組合員６５００戸を対象に、アンケート調査を実施しました。そ

の中で、当然加入については、農業者の判断に任せるべきという回答が１５．

６％ありました。最も多かったのは、今の仕組み、当然加入制のままでよい

というのが５２．４％でございました。そのほか、補償の拡充が図られれば、

当然加入制のままでもよいというのが１５．８％の回答となりました。これ

を合わせますと８割の方が当然加入制でよいという結果を得ております。こ

のことにつきましては、平成１３年にも全国で１万７千戸の農家を対象に調

査をしたが、そのときの答えよりも６．７ポイント当然加入制を支持すると

いう回答が上昇しております。その背景を分析してみると、特に、宮城県で

は平成１５年の時に約１９０億円の共済金を水稲の支払いでございました。

平成５年の時には６００億円ほどありました。面積や価格が変わっておりま

すので、単純な比較は出来ないのでありますが。この１９０億円の共済金の
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支払いに加えて、平成１６年には観測史上最多の台風の上陸というようなこ

ともありまして、低被害地域の北陸や東北の日本海側でも、大変大きな被害

があったところでございます。このような被害に対する補償の実績と、それ

から、一般にいわれております地球の温暖化でありますとか、世界的な異常

気象の発生などもございまして、自然災害に対する農家・組合員の危機意識

が以前にも増して高まったのではないかと考えております。今お話があった

ので、報告させていただきました。

委 員：今、当然加入の点についていろいろ話がありましたけれども、産業政策的

な保険という観点からいいますと、強制的に加入させるほうが、リスクを分

散させるという点からみて、おそらくベターだろうと思います。ただ、今話

を伺って思ったのは、強制加入制の是非ということではなくて、むしろ、現

行の強制加入制についてご不満な方が１０％程度いるということであり、そ

ういった農家の方々においては、例えば、掛金が高すぎるとか、幾つかの原

因があるだろうという気がします。そこで、アンケート等で、そのあたりの

原因も把握していただいた上で、直に強制加入制の是非ということではなく

て、現行の強制加入制という方式の中でも、対応の方策を考えることも必要

ではないか。例えば、保険の方から申しますと、大規模な契約をする方、保

険金額が大きいあるいは共済金額が非常に大きい方については、もちろん統

計的な資料は一方で必要ではありますが、掛金を若干割り引きするようなや

り方もあるわけで、自動車でもある１企業が莫大な自動車を所有していれば、

多額の自動車保険料を払うことになるわけですが、それが個人の保険料とは、

割合が変わってきております。掛金の多寡についてのご不満が、強制加入制

についての不満につながってきているのか、それ以外の点で強制加入制につ

いて不満があるのか、その辺をまず調べておく必要があると思います。それ

によっては、現行の強制加入方式の中で、何らかのかたちで手当をしていく、

あるいは修正していくという道があるのではなかろうかと思いますので、出

来ればそういうこともお考えいただければと思います。

委 員：貴重なデータと貴重な意見をいただいた。確かに、大規模稲作経営者が問

題だとおっしゃるのは、規模が大きいので掛金が高くなるということも理由

かと思いますので、掛金の割引という話もありましたので、そのあたりも検

討していただければと思います。

（４）諮問事項の説明

諮問について

事務局から、次の諮問事項について、説明が行われた。

（諮問事項）

① 農作物共済の共済掛金標準率の算定方式の考え方について

② 園芸施設共済の基準共済掛金率の算定方式の考え方について

③ 家畜共済診療点数表付表薬価基準表に収載する医薬品の収載基準、薬価の算定方

法及び収載する医薬品について

※ ③については、専門委員により小委員会で調査・審議されており、小委員会座

長より結果報告が行われた。

※ また、昨年の部会において委員から指摘のあった、ガソリン価格の高騰に伴う

診療点数の改定の必要性について検討してきたが、最近のガソリン価格の動向を
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踏まえ、今回は見送ることとしたことについても、併せて説明が行われた。

（５）審議における主な発言内容

委 員：局所麻酔薬が外用薬でよいのか、また、マーキュロクロムは未だ（薬価基

準表に）載せる必要があるのか。

小委員会座長：局所麻酔薬に関して外用薬になっておりますけれども、薬価基準表

の最初のところにどの使用方法にするかは、主たるものとされておりますの

で以前からこのような取扱いとしている。また、局所麻酔薬に関しては、診

療点数表の中では、手術料の中に含まれておりますので、特に薬価として提

供するということはしておらないことから、このような取扱いとなっている

ところ。それから、マーキュロクロムは見落としていたかもしれないので、

調査をして来年の参考にさせていただきます。

委 員：念のため、水銀の含有についてもご検討ください。

小委員会座長：確認いたします。

（６）審議結果

審議の結果、諮問事項については、適当と認める旨議決し、農林水産大臣あて答申

することとされた。
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